
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
交通関連 を移動する センサーに磁気信
号を送るために交通関連 表面の下に敷 整合磁気物品であって、結合剤と、

交通関連構造を通った磁気信号を センサーに提供するために前記結合剤中に分散さ
れた少なくとも３０容量％の磁気粒子とを含有する少なくとも１層の整合磁気層を含む、
整合磁気物品。
【請求項２】
交通関連構造 上を移動する乗り物または可動物を誘導するためのシステムであって
、
（ａ）請求項１記載の整合磁気物品と、
（ｂ） 交通関連 表面 を通過する センサ
ーであって、交通関連構造を通った磁気信号を検出するための手段を含む前記センサーと

、

システム。
【発明の詳細な説明】
技術分野
１．
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構造の表面上 乗り物または可動物に取り付けられた
構造の かれる 前

記 前記

の表面

前記 構造の 上 乗り物または可動物に取り付けられた

を含み
前記センサーにより検出された磁気信号を使用して、前記乗り物または可動物に設けられ
た表示手段にて情報を表示するように構成され、これによって、前記乗り物または可動物
を誘導することが可能である

発明の分野



本発明は、磁気物品、特に、道路、倉庫の床等々、交通関連表面の下に敷くことが可能な
、その上の乗り物や他の可動物を案内するための物品の分野に関する。
背景技術
２．
国民にとってより安全で効率が良く且つ便利な通行は、多くの政府にとって優先事項であ
る。公共事業労働者、公共輸送車および救急車は、様々な気象条件で道路上をより迅速且
つ安全に移動する能力を具有しなければならない。
過酷な気象、目がくらむような日光や接近する交通信号は、既存の移動システムにも、側
面の車取締りを提供する誘導システムにも特別に問題である。アルコールや売薬の影響下
で運転する人々により、痛ましい数の悲惨な事故が発生している。雪の多い条件、霧、豪
雨、風塵、および煙は、車の運転手に対する挑戦の例である。雪の多い気象、特に、雪に
よってレーンマーカーが遮断されたときには、吹雪の中でレーンをはっきりさせようとす
る除雪車運転手にとって挑戦的な運転条件となる。さらに、吹雪で視界が悪いため、周囲
の交通よりゆっくり移動する除雪車に自動車の運転手が追突したとき、多数の悲惨な事故
が発生してきた。冬の気象は、乗り物がより混雑した道路上でより高速で且つより接近し
て動く知的輸送システム（ ITS）に挑戦しつづける。磁気側面誘導システムは、どのよう
な理由であれ、道路を見ることができない運転手の特別な必要性に対処する。
乗り物のほかにも、家畜、ペット、消防士、視覚障害歩行者等々の他の可動物も管制シス
テムおよび／または誘導システムから利益を受ける。磁気センサーを備えた可動ロボット
も、道路を、たとえば、工業用組立ラインに沿って動くとき、誘導および／または管理す
ることが可能である。特定の場合には、周辺認識システムおよび境界認識システムが必要
である。２例は、環境における危険な状態およびペット閉じ込めシステムの警告を含む。
ゲームは、野球のファウル領域やサッカーの境界線外など規定された境界を必要とする場
合が多く、玩具や運動用具は、指定されたラインを越すとき、可聴信号を発することが望
ましい場合が多い。
道路上の乗り物の横の位置を感知する方法は幾つか知られている。１つの選択肢は、可視
信号またはマーキングおよび光学センサーを使用する方法である。しかし、光学センサー
を頼みにするシステムには信頼性の問題が有り得る。サインまたはマーキングは、泥、氷
、雪などによって覆い隠されたり、視界が霧、吹雪、風塵等々によって損なわれたりする
ことがある。さらに、夜間に使用する場合、標識を照明するかセンサーからビームを発す
るためには、かなりの量のエネルギーを消費する。
別の方法は、レーダー反射マーカーと乗り物のレーダー距離システムを使用する方法であ
る。本願明細書で提案する磁気システムと比較すると、マーカーもレーダー探知システム
も共に高価である。さらに、道路に埋め込まれる金属レーダー反射マーカーは、耐久性お
よび腐蝕に問題があると思われる。
磁気システムには幾つかの長所がある。
－磁気システムは、気象条件による悪影響を受けない、
－磁気システムは、高価なビデオや他の高周波装置を必要としない、
－マーカーが受け身であるため、このシステムの操作費用は低いままであり、磁気マーカ
ーを機能させるのに電力を必要としない、
－本システムの耐久性は、一度取付けると、磁気マーカーは道路の寿命（一般に道路の寿
命は６～８年）の間存続し、道路の一部でも、プログラムを作り直すことさえ可能なこと
を意味する。
既知の磁気マーキングシステムでは、道路に埋め込まれた一連の磁気「爪」が使用される
。磁界の強さは、このような双極磁界源からの距離の三乗とともに低減するため、有用な
信号を生じるためには「爪」との間隔がかなり近くなければならない。最も強力な希土類
磁石を使用すると材料費が高くなる。サイズを最小限に抑え、間隔を最大にするために最
も強力な希土類磁石を使用すると、材料費が高くなる。道路に穴を開けて堅い爪を使用す
ると応力集中および早期舗装破壊を招き、これは爪の腐蝕によって悪化し得る。単純な第
１鉄金属スパイクを使用すると、ノイズから位置信号を効果的に分離するのに望ましい代

10

20

30

40

50

(2) JP 3706143 B2 2005.10.12

発明の背景



替信号は得られない。
別の磁気マーキングシステムでは、磁気ペイントを使用して道路上に磁気の縞を作製する
。ペイントの縞が乾燥して初めて、ペイントの縞を磁化することが可能である。一般的な
ペイント層の厚さで、十分に強い磁気信号を得ることは困難である。しかし、良好な磁気
信号が得られるまでペイントの厚さを増加させると、ペイントの耐久性は劣る。特別に設
計された磁化固定物を縞に沿って駆動しなければならない。このような固定物によって生
じる磁界には限度があるため、磁気材料の保磁力は約 1000エルステッドに限られ、そのた
め、抹消されやすく、長期的な磁化パターンを実現することは困難であろう。先行技術の
磁気誘導システムは、道路の中に埋め込まれてた。米国特許第３，６０９，６７８号には
、このような１つのシステムが記載されている。開示されているポリマー系磁気材料は、
ニトリルゴム、シリコーンゴムおよび可塑化ＰＶＣなど、弾力性があり且つ可撓性である
。弾力性は、変形力の除去後、実質的に最初の形に回復することを指す。‘６７８特許は
、１つの実施態様で、「狭い溝またはスロットの端に沿って挿入されるか道路に掘られた
より浅い溝に平らに置かれる」ポリマー磁気テープまたはシートを開示している。（３段
、４～６行）。この発明はさらに、開放的な溝の代わりに道路の舗装内に磁石を埋め込ん
でもよいと述べている。（３段、３１～３２行）。道路を移動する乗り物にフラックスセ
ンサーを取付けた場合、感知できるくらい磁界が強ければ、センサーが磁気媒体に応答し
て電気信号が発生する。‘６７８特許は、道路条件が最適未満のときでも強力な信号を提
供するためには、道路表面の磁界の強さは少なくとも２ガウス、好ましくは少なくとも１
０ガウス、さらに好ましくは少なくとも１００ガウスでなければならないことを開示して
いる。（４段、７５行～５段６行）。
‘６７８特許に開示されているシステムは、独自の有用性を有するものの、特に磁気媒体
を既存の道路に埋め込むことに関するため、望ましくないと思われる。すなわち、この特
許は、既存の道路にスロット、穴、または他の隙間を掘り、弾力性のある材料中の磁石を
この隙間に挿入し、磁石を保護するために隙間を封止することを開示している。
従来の整合非磁気舗装マーキングシート材料は当該技術で周知であり、一般に架橋してエ
ラストマーを形成することができるが、シート材料では架橋されず、その結果所望の粘弾
性特性を提供するようなポリマー材料を含む。整合は負荷力下で変形を受け、負荷力の除
去後、その変形のかなりの部分を保持することができることを指す。整合非磁気舗装マー
キングの例は、米国特許第４，４９０，４３２号、米国特許第５，３１６，４０６号、米
国特許第４，０６９，２８１号および米国特許第５，１９４，１１３号に記載されている
。
上述の開示のいずれにも、整合層に磁気粒子を使用することまたは交通関連表面下に整合
磁気物品を敷くことは記載されていない。
発明の開示
３．
本発明の整合磁気物品は交通関連表面の下に敷かれ、敷かれた磁気誘導システムの一部と
して使用される。本願明細書で、この誘導システムは、乗り物の運転手または他の可動物
または可動システムに情報を提供し、且つ／または乗り物または可動物を管理すると定義
される。磁気物品は交通関連構造に「改装」することが可能であり、この物品は既存の交
通関連表面の下に敷かれるか、あるいは交通関連表面と同時に取り付けられることを意味
する。それ故、磁気物品は磁気物品の上を移動する乗り物の交通による損傷をはるかに受
けにくく、特に除雪車の歯によって損傷を受けたり表面から剥離されたりする可能性がな
い。
交通関連構造を再塗装するとき、表面に既に存在する舗装マーキングは、再塗装の前に除
去されることが多い。その下に埋められたマーキングの形の舗装を取り巻く反射クラッキ
ングを防止するために、舗装マーキングを除去する。このクラッキングは、交通関連構造
材料と埋められた舗装マーキングとの間の熱力学的特性および機械的特性の不均衡によっ
て生じるようである。これらの交通関連表面上を運転する交通は、このクラッキングをし
ばしば加速する。意外なことに、本発明の物品を下に敷いた所では、交通関連構造は早期
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発明の概要



クラッキングまたは損傷を示さない。
本発明は、交通関連構造上を移動するセンサーに磁気信号を送る、交通表面の下の下敷き
用整合磁気物品を提供する。この磁気物品は、結合剤およびその結合剤中に分散された交
通関連構造を通った磁気信号をセンサーに提供するのに十分な量の磁気粒子を含有する少
なくとも１層の整合磁気層を含む。本発明の物品は実質的に非弾力性である。
本発明の整合磁気物品は、物品の磁気粒子を正しい方向に置いて、乗り物に取付けられた
センサーによって検出できる磁界を生じることができるように、永久的磁化が可能な粒子
を含有する整合磁気層を含むことが好ましい。一般的な物品の幅は約１～５０ cm、好まし
くは５～２０ cmの範囲であり、一般的な物品の厚さは約０．１～約１ cm、好ましくは約０
．１～０．２ cmの範囲であるが、他の多くの物品の形は、ロープ、シート、穿孔物品など
であってもよい。形は、主として物品の個々の用途によって決定される。
発明の物品は、単一のパターンで磁化してもよいが、センサーで容易に検出できる交互磁
気信号を生じるパターンで磁化することが好ましい。しかし、さらに詳細な情報を伝達す
るために、発明の物品は、バーコード、クレジットカードストリップ、または磁気テープ
レコーディングなどで見られるようなもっと複雑なパターンで磁化（「コード化」または
「書き込む」）することが可能である。
本発明の別の実施態様は、交通関連構造の上を移動する乗り物または可動物を誘導するた
めのシステムであって、次のものを含む。
ａ）交通関連表面の上を移動するセンサーに磁気信号を送るために交通関連表面の下に敷
くための少なくとも１種の整合磁気物品。この磁気物品は、結合剤および交通関連構造を
通ってセンサーに磁気信号を提供するのに十分な量の結合剤中に分散された磁気粒子を含
有する少なくとも１層の整合磁気層を含む。
ｂ）交通関連表面を通過するセンサー。このセンサーは、交通関連構造を通った磁気信号
を検出するための手段を含む。
本発明の別の実施態様は、交通関連構造上を移動する乗り物または可動物を誘導するため
のシステムあって、
（ａ）少なくとも２層の材料を含有する交通関連構造と、
（ｂ）前述の層の２層の間の前述の交通関連表面の上層の下に敷かれる整合磁気物品であ
って、前述の物品は交通関連表面の上を移動するセンサーに磁気信号を送るように改変さ
れ、前述の磁気物品は結合剤およびその結合剤中に分散された交通関連構造を通った磁気
信号をセンサーに提供するのに十分な量の磁気粒子を含有する少なくとも１層の整合磁気
層を含有する整合磁気物品と、
（ｃ）交通関連表面を通過するセンサーであって、前述の交通関連構造を通った磁気信号
を検出するための手段を含むセンサーとを含む。
センサーユニットの出力は、場合によっては側面オフセット信号である。センサーの出力
を使用して乗り物を管理し且つ／またはディスプレイユニットにより運転手に情報を提供
することが可能である。
交通関連構造に誘導システムを提供する方法は、本発明の別の態様である。
本発明の特に有用な１つの用途は、除雪車の磁気誘導と関連している。縁石、道端の看板
、郵便ポスト等々に対する不注意な損傷を避けることができるように、除雪車が交通関連
構造上に適切に位置することは重要である。道路上の雪や氷によってレーンマーカーが覆
い隠されることがあるため、交通関連表面上に除雪車が留まるというように、除雪車の運
転手は記載のタイプの磁気誘導システムを有することから利益を得る。本発明は、視覚的
誘導が限られている猛吹雪（激しい吹雪）条件で除雪車を誘導するのに特に有益である。
さらに、本発明の物品は、下に敷かれるため、交通または除雪車による損傷をさほど受け
ず、汚損されにくい。
他の有用な用途には、乗り物が交通関連構造の縁、またはスクールゾン、桟橋のデッキ、
交通関連構造のカーブ、または不明瞭な交通関連構造の入口または出口に接近しているこ
とを運転手に警告する電子「ランブルストリップ」や、乗り物が割り当てられたレーンに
自動的に誘導される自動高速道路システムの構成要素などがある。
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本発明のさらなる態様および長所は、図面、好ましい実施態様の説明、実施例、および請
求の範囲から明白になるであろう。

図１～５は、本発明による整合磁気物品の異なる５つの実施態様の（拡大）断面図であり
、
図５～６は、本発明による創意に富む管理システムおよび／または誘導システムの略線図
であり、
図７は、本発明の別の実施態様の略図であり、
図８は、図７の実施態様と関連した代表的データを示すグラフである。
発明を実施するための最良の形態
５．
本発明は、道路または他の交通関連構造の下に敷かれる整合磁気物品を提供する。「下に
敷かれる」は、本願明細書では、交通関連構造材料によって完全に取り囲まれることと定
義される。例示的交通関連構造材料としては、基層材料、アスファルト、砂利、コンクリ
ート、セメント、レンガ、木、泥および粘度などがあるが、この限りではない。
本発明の一般的概念を図７に示す。図７で、本発明の舗装マーキングテープ３０を有する
テープアプリケーター２８は、テープ３２の層を交通関連構造に貼付する。構造関連構造
材料３３を、舗装マーキングテープに塗る。テープは、交通関連表面の上を運転する乗り
物３６のセンサー３４で検知することができる。
整合磁気物品は、有機結合剤中の永久的磁化可能材料を有する層を含む。この層は、周囲
の交通関連構造材料に対する整合性が高く、粘性減衰と弾性との比率が高いことを特徴と
する。このような層は、周囲の表面に対する本発明の物品の強い接着力を増進し、且つ同
接着力の一助となる。本物品の整合性は、交通関連構造と本物品との間の熱力学的特性お
よび機械的特性の不適当な組み合わせに対応するのに役立つ。
本発明の整合磁気物品は、１種以上の任意の締結手段によって適所に維持することが可能
である。この任意の締結手段は、化学的接着剤（感圧接着剤、感熱接着剤、ホットメルト
熱可塑性着剤または触圧接着剤など）であってもよく、あるいは機械的締結具（クギ、リ
ベット、ネジクギ、ホッチキス、ビョウなど）であってもよく、物品の周囲表面への接着
を増強する。
図１～５は、本発明による整合磁気物品の異なる５つの非限定的実施態様を（拡大）断面
図で示す。図１は、磁気的に正しい方向に置くことが可能な複数の磁気粒子６が中に分散
されたポリマー結合剤層４を含む、整合磁気物品１００を示す図である。有機結合剤４と
磁気粒子６の組合せを、本願明細書では磁気層２と呼ぶ。
図２は、図１の実施態様に係る整合磁気物品１００と同じ磁気層２を具備する整合磁気物
品２００と、接着剤層８とを有する整合磁気物品の実施態様を表す図である。
図３、４および５は、不規則な表面を有する舗装マーキングテープ（すなわち、耐横滑り
粒子、微小球、またはその両者を含むテープ）を表す図である。これらのテープを使用す
ることは、製造が容易であったり周囲表面への接着が増強されたりするため、有益である
。
図３は、本発明の範囲内の代替磁気舗装マーキングテープを表す図であり、やはり結合剤
層４、磁気粒子６、任意の接着剤層８、接着剤層８に一時的に接着されるライナー層１０
を含有する磁気層２を示す。図３の実施態様３００は、透明な微小球１４および不規則な
形をした耐横滑り粒子１６を磁気層２に接着するのに役立つ、ビニル、エポキシ、酸性オ
レフィンコポリマーまたはポリウレタン弾性の支持層１２で構成された、再帰反射性の抗
横滑り層も示す。これらの微小球および耐横滑り粒子は、物品の全ての側面に配置するこ
とが可能である。例示した実施態様３００で、透明な微小球１４または他の粒子は、表面
に不規則性を与えることにより、物品が交通関連構造内を滑るのを防止することが可能で
ある。支持層１２は、さほど厚くないが、一般に磁気層ほど非弾性的ではない。それ故、
支持層の下に存在する磁気層は非弾性変形性であるにも拘わらず、且つ支持層は非常に薄
いにも拘わらず、支持層は、優れた耐久性の原因である磁気層の望ましい非弾性特性を踏
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みにじらず、且つ支持層は、微小球を物品の表面に支持する。具体的な実施態様で、磁気
層２の厚さは少なくとも約１／４ｍｍであり、さらに好ましくは少なくとも約１ｍｍであ
るが、好ましくは３ｍｍ未満である。
通常の室温で、微小球を磁気層２に埋め込むのに十分な圧力で、堅い弾力のない表面に敷
設された支持層１２に微小球を圧入するとき、圧力を解除した後も、微小球は埋め込まれ
ず、そのまま支持層１２の表面に残される。さらに、支持層１２は、中に埋め込まれる再
帰反射要素または他の粒状物質に対して優れた接着力を有し、磁気層内への侵入に逆らっ
て、このような粒子を保持するのを助け、恐らく、望ましくない方向にある磁気粒子６を
正しい方向に置くのに役立つ。ビニル系ポリマー類（重合したビニルモノマー単位を少な
くとも５０重量％含有するポリマー）は、高速道路環境で靭性および耐久性に優れている
ため、層１２に特に有用な材料であると思われる。さらに、ビニル系ポリマーは耐摩耗性
である傾向があり、物品を交通関連表面内に固定するのに役立つ。ビニルポリマーを基材
とする支持層は一般に、所望の可撓性を提供するために可塑化される。他の支持層材料は
、ポリウレタン、酸含有オレフィンコポリマーまたは当該技術上周知の他の材料であって
もよい。
図４は、本発明による整合磁気舗装マーキングテープの実施態様４００の拡大断面図であ
る。実施例４００は、接着剤層１８が、接着剤層に埋め込まれ、接着剤層に浸漬された織
物繊維性ウェブまたは不織繊維性ウェブ２１を含むこと以外は、本質的に実施例３００の
ものと同じである。図４に示された接着剤層の層２０は、磁気層２と繊維性ウェブ２１の
間に配置され、接着剤の別の層２２は磁気層２と反対のウェブ側に配置され、発明のテー
プの外側底面を形成するが、ウェブ２１と磁気層２の間に何らかの接着剤が存在すること
は必要ではない。磁気層２と反対側の接着剤層１８上に、ライナー材料（表示せず）が含
まれてもよい。
繊維性ウェブは、好ましくは接着剤層に含まれ、且つ十分に多孔性であって、接着剤が飽
和状態になることができるように、すなわち、ウェブの個々の繊維を取り巻くことができ
るように、繊維は十分に離れている。繊維性ウェブは、使用すると、整合層を補強または
支持することが可能である。
繊維性ウェブが存在するテープ実施態様４００の引張強さは少なくとも０．５ kg／ cm幅で
あり、好ましくは少なくとも１ kg／ cm幅である。引張り強さがすぐれているにも拘わらず
、本発明の全ての物品が示す残留力は、交通関連構造層の不規則性に対して良好な整合性
が残存するように、低くなればならない。この残留力は、本願明細書でさらに説明する通
り、一般に侵入モードにおけるクリープ回復として記述されている。
記載したばかりの残留力特性は物品実態様４００の特色が表すが、好ましくは強化ウェブ
それ自体が、物品４００の他の部分と無関係に、このような特性を示す。
接着剤層繊維性ウェブを含む本発明の物品を作製する際に、一般に、たとえば、ウェブを
ナイフコーターの中を通過させることによって、繊維性ウェブに接着剤（１００％固形分
以下）の液体バージョンを含浸させる。強化ウェブを磁気層に接着できるように、あるい
は含浸ウェブの適用前に磁気層を接着剤層で覆い、接着剤を追加塗付して接着剤層の底部
を形成できるように、このような方式で強化ウェブに十分な接着剤を塗付することが可能
である。
図５は、本発明の代替磁気マーキング実施態様である、実施態様６００の拡大断面図を示
す図である。滑り止め粒子は、熱可塑性または熱硬化性「粒子－結合」材料などの有機結
合剤２６を使用して、側面および隆起の上層の一部に接着されているにすぎない。このよ
うな１つの結合剤は、米国特許第４，１１７，１９２号に記載されている、顔料を含有す
るビニル系熱可塑性樹脂である。他の適当な粒子－結合材料としては、ポリカプロラクト
ンジオール類およびポリカプロラクトントリオール類とヘキサメチレンジイソシアネート
の誘導体との反応によって形成される２液型ポリウレタン類、米国特許第４，２４８，９
３２号、第３，４３６，３５９号および第３，５８０，８８７号に記載のエポキシ系樹脂
、米国特許第４，５３０，８５９号に記載されているブロックトポリウレタン組成物、お
よび水分活性化硬化剤（たとえば、オキサゾリジン環）とポリイソシアネートプレポリマ
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ーから成るポリウレタン組成物などがある。本発明の他の実施態様の場合と同様、磁気粒
子６は層２に存在する。隆起は一般に高さが少なくとも約１ｍｍであり、間隔が約１ｍｍ
である。
本発明の整合物品は、磁気粒子を含む、あるいは磁気粒子を含まない、非整合部分を具有
してもよい。
結合材料
本発明の物品は結合剤中に複数の磁気粒子を有し、これが整合磁気層を形成する。交通関
連構造を通った磁気信号をセンサーに提供するのに十分な量の磁気粒子が存在する。一般
に、磁気粒子は非球形である。
一部の有機結合剤実施態様で、たとえば、有機結合剤が非架橋弾性前駆体を含むとき（た
とえば、米国特許第４，４９０，４３２号を参照されたい）、伝統的なゴム加工法を使用
して整合磁気層を作製することが好ましい。 Banburyミキサーや二軸スクリュー押出機な
ど、幾つかのタイプの強力な、バッチ式または連続式の、ゴム混練機で配合が行われるの
が一般的であり且つ好ましい。
整合磁気層は、ダイにより押出機で直接、あるいはこのような方法を組合せて、重ロール
の間で圧延してから所望の幅にスリットすることにより形成することが可能である。押出
された材料がダイを離れるときに半液体の場合、ダイの出口で永久磁石または電磁石に曝
すことによって、磁気粒子の望ましい磁気の方向を実現することが可能である。押出中ま
たは圧延中に行われるような機械的作業、および／または外的に加えられる磁場は、方向
づけを増進する。方向付けにより、所望の磁気作用を得ることが可能である。他の作製方
法および方向づけの方法は、当業者に明白であろう。
「エラストマー前駆体」は、本願明細書では、架橋、加硫または硬化させてエラストマー
を形成することが可能なポリマーを記述するのに使用される。「エラストマー」は、破壊
することなく、その最初の寸法の少なくとも約２倍に伸ばすことが可能であり、且つ伸長
力を解除すると実質的にその最初の寸法に速やかに戻ることができる材料である。有用な
エラストマー前駆体の具体例としては、アクリロニトリル－ブタジエンポリマー類、ネオ
プレン、ポリアクリレート類、天然ゴム、およびスチレン－ブタジエン－ポリマー類など
がある。増量樹脂は（塩素化パラフィンなどのハロゲン化樹脂が好ましいが、炭化水素樹
脂、ポリスチレン類またはポリシクロジエン類も）、非架橋エラストマー前駆体成分と共
に好ましく含まれ、エラストマー前駆体成分と混和性であるか、エラストマー前駆体成分
と単一層を形成する。この結合剤を使用するとき、増量樹脂は、好ましくは整合層中の有
機成分の少なくとも２０重量％を占める。
有用な熱可塑性強化ポリマーは、舗装マーキング技術上周知である（たとえば、ポリオレ
フィン類、ビニルコポリマー類、ポリエーテル類、ポリアクリレート類、スチレン－アク
リロニトリルコポリマー類、ポリエステル類、ポリウレタン類および諸セルロース誘導体
）。
本発明の他の実施態様で、整合層は主たる２成分、すなわち、延性の熱可塑性ポリマーと
非強化磁気鉱物粒子を有する。好ましくは、熱可塑性ポリマーはポリオレフィンである。
これらの結合剤は一般に米国特許第５，１９４，１１３号に記載されている。
本発明の別の実施態様は、微小孔熱可塑性ポリマーを含有する整合性層を使用してもよい
。
要望に応じて、非磁気フィラーおよび増量剤を使用することが可能である。
整合性試験
侵入クリープ－回復試験（一般に米国特許第５，１２７，９７３号を参照されたい）によ
り、望ましい材料の整合性を示すことができる。等温熱動力分析に基づいたこの試験では
、プローブを試験すべき材料の試料と接触させて置き、負荷をプローブにかけ、プローブ
が試料に侵入するのをモニタリングする。ある期間の後、プローブから負荷を除去し、試
料を回復させながら、プローブの位置をモニタリングする。試験は一般にヘリウム大気条
件下で、 Perkin Elmer DSC-2温度プログラマーで制御される Perkin Elmer TMS-1熱動力ア
ナライザーなどの、温度プログラマーで制御される熱動力アナライザーモジュールを使用
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して行われる。指定されたプローブチップ直径の（一般に Perkin Elmer装置では１ｍｍ）
フラットポイント侵入プローブアセンブリを使用する。
試験すべき材料の試料は、厚さ約０．８ｍｍ、面積約３ｍｍ×３ｍｍである。アルミニウ
ム製の小鍋に試料を移し、熱動力アナライザーの試料台に載せる。
１ｇの負荷をプローブ上に置き、プローブを開放し、サンプル上に落とす。１ｇの負荷を
、試料と約３～５秒接触させた後除去し、試料を弛緩させる。こうすると、プローブチッ
プは、無負荷状態で試料上に静止する。熱動力アナライザーの温度制御チャンバを上昇さ
せて試料台を包囲し、所望の試験温度（一般にほぼ室温または３０℃まで）で試料を熱的
平衡に導く。プローブを無負荷条件で試料表面と接触させたまま、試料を試験温度で約５
分間平衡にさせる。
無負荷ベースラインを確定するために、プローブを無負荷状態のままで、プローブの位置
のデータの獲得をはじめる。短時間（約２０秒）後、約２０ｇの塊をプローブに載せ、プ
ローブを試料に侵入させながらプローブの撓みをモニタリングする。負荷を試料上に２分
間載せたまま置き、その後２０ｇの塊をプローブから除去し、試験の回復工程のため、再
び無負荷状態にさせる。試料の回復を、少なくともさらに２分間モニタリングする。負荷
を加えた２分後の侵入の量および負荷を除去した２分後の回復率を、実験で得られたクリ
ープ回復データ追跡から測定する。
上述の試験を実施するとき、直径１ｍｍのプローブは一般に少なくとも０．０５ｍｍ侵入
し、好ましくは有用な整合層に少なくとも０．０８ｍｍ侵入する。本発明の若干の実施態
様で、上層は記載の試験で０．０５ｍｍ未満の侵入を受ける。
弾性回復は交通関連表面の周囲表面からシート材料を弛める可能性があり、これを最小限
に抑えるために、負荷除去後、整合層はプローブが侵入した距離の６５％以下、好ましく
は侵入した距離の５０％以下の回復を示さなければならない。
上述の整合性特性と一致して、整合層は伸縮性材料であるか流動性材料であることが好ま
しい。たとえば、幅１ cmの試料の場合、整合層は伸長速度０．０５／秒で破壊する前に少
なくとも５０％伸長できることが好ましい。
整合性を示すのに使用することができる別の試験は、非弾性変形である。たとえば、標準
引張強さ試験装置を使用して試験するとき、最初の試料の長さの１１５％まで一度伸長さ
せた後、少なくとも２５％の非弾性変形（ＩＤ）を示すことを特徴する層を具備する物品
は、十分な整合性を有する。もっと広い意味では、最初の試料の長さの１１５％まで一度
伸長させた後、少なくとも２５％の（ＩＤ）を特徴とする層をシート構造に使用してもよ
いが、物品全体はより低いＩＤを示してもよい。たとえば、米国特許第５，０８２，７１
５号を参照されたい。
以下の方法を使用して非弾性変形を試験することが可能である。試験ストリップ（引張強
さ試験の標準ストリップサイズ）を、ほぼ予定の量、たとえば１５％伸長するまで、引張
強さ装置に（たとえば、３００％／分の速度で）引き込む。引張応力をゼロまで減らして
、変形を逆戻りさせる。繰り返し引張変形で、試料が再び緊張するまで力は全く観測され
ない。第２回牽引で力が最初に観測される伸長は、第１回変形がどの程度完全であったか
を示す尺度である。この伸長を第１回（たとえば、１５％）変形で割った商を、非弾性変
形（ ID）と定義する。好ましい弾性材料またはゴムは０％ＩＤである。本発明に有用な整
合材料は、低変形応力と２５％を越えるＩＤ、好ましくは３５％を越えるＩＤ、さらに好
ましくは５０％を越えるＩＤを組合せる。
もっと簡単な試験として、また試験によって、舗装マーキング技術における熟練者は一般
に、試料を取扱い、指で試料を精査するだけで、整合層材料の個々の試料が所望のクリー
プ回復および非弾性特性を示すかどうかを決定することができる。このような「手触り」
特性は、日々の経験に使用される。

磁気材料の最も適当な選択は、有機結合剤の母材中に分散された永久磁気材料の粒子の複
合材である。磁気材料技術に精通している者には、残留磁化が可能な多種の磁気粒子が知
られている。
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本発明で使用するのに適したこのような粒子の主軸長（あらゆる方向の最大の長さと定義
される）は、約１ｍｍから下は約１０ｎｍまでの範囲である。好ましい範囲は約２００μ
ｍから下は約０．１μｍまである。磁気粒子の飽和磁化は、約１０～約２５０ emu/g（電
磁単位 /g）の範囲であってもよく、好ましくは５０ emu/gより大きい。このような粒子の
保磁力は約１００～約 20,000エルステッドの範囲であってもよく、さらに好ましくは約２
００～５００エルステッドの範囲である。保磁力が約２００エルステッド未満の粒子は、
あまりにも偶然に消磁され易く、保磁力が５０００エルステッドを越える粒子は、完全に
磁化するために比較的高価な装置を必要とする。
本発明の粒子は物品の長さに沿って交互極性の区画を含んでもよい。
高性能永久磁石粒子の１つのクラスは希土類金属合金型材料である。このような粒子をポ
リマー結合剤に配合する例は、サマリウム－コバルト合金粒子の使用について記述してい
る米国特許第４，４９７，７２２号およびネオジム－鉄－ホウ素合金粒子の使用について
記述している欧州特許出願第２６０，８７０号に記載されている。合金は比較的高価であ
り、合金は長期戸外曝露条件下で過剰な腐蝕を経験する可能性があり、さらにこのような
合金の保磁力は一般に５０００エルステッドより大きいため、このような粒子が本願に最
も好ましいわけではない。
他の多くのタイプの金属合金永久磁石粒子を使用することができるが、最も好ましいわけ
ではない。その中には、 Alnico（アルミニウム－ニッケル－コバルト金属）、鉄、鉄－炭
素合金、鉄－コバルト合金、鉄－コバルト－クロム合金、鉄－コバルト－モリブデン合金
、鉄－コバルト－バナジウム合金、銅－ニッケル－鉄合金、マンガン－ビスマス合金、マ
グネシウム－アルミニウム合金、およびコバルト－プラチナ合金が含まれる。
最も好ましいは磁気材料は、磁気フェライトとして知られる安定な磁気酸化物材料である
。特に好ましい１つの材料は、一般にバリウムヘキサフェライトとして知られるマグネト
亜鉛酸塩構造の六方晶系相であり、これは一般に平らな六方晶系小板として生成される。
部分的にまたは完全にバリウムの代わりにストロンチウムおよび鉛を用いることができ、
鉄の代わりに他の元素を部分的に使用することも可能である。それ故、ストロンチウムヘ
キサフェリンも好ましい材料である。別のクラスの好ましい材料は、時には立方晶系粒子
として生じるが、多くの場合、長い針様粒子、あるいは尖った粒子として生じる立方晶系
フェライトである。例としては、マグネタイト（ Fe3 O4）、マグネマイトまたはγ酸化第
二鉄（γ－ Fe2 O3）、これらの２化合物の中間体、および２化合物または２化合物の中間
体のコバルト－置換変形物などがある。これらの磁気フェライトはすべて、比較的少ない
費用で大量に生産され、且つ長期戸外曝露条件下で安定である。その保磁力は、最も好ま
しい範囲である２００～５０００エルステッドに入る。
酸化クロムは、キュリー（ Curie）温度が低いため本発明で磁気粒子として有用なもう１
つの代替材料であり、熱残留磁化方法を促進する。
磁気粒子は一般に高配合率でポリマー母材に分散される。磁気粒子は、磁気層の少なくと
も１容量％を構成するが、材料の約７５容量％を越えて構成する量で粒子を含むことは困
難である。好ましくは、整合磁気物品は、磁気粒子を少なくとも３０容量％含有する結合
剤を有する。好ましい配合率は約３０～６０容量％の範囲、さらに好ましくは約４５～約
５５容量％の範囲である。最高の残留磁化を得るためには、粒子は好ましくは実質的に磁
区－サイズ非等方性粒子であり、磁石材料そのものを非等方性にするように、十分な数の
粒子の好ましい磁気軸が実質的に平行に配列することが好ましい。
一般に、プレートの一般平面と直角の好ましい磁気軸を有する概ね平板様形状のフェライ
ト、特にバリウムフェライト、鉛フェライト、およびストロンチウムフェライトは、粒状
材料として好ましい。しかし、酸化鉄粒子および酸化しないように保護されたマグネシウ
ム－ビスマスや鉄の粒子など、永久磁気特性を有する他の材料を使用してもよい。
当該技術上周知であり、上述した通り、粒子を物理的に正しい方向に置く（たとえば圧延
する）ことによって、磁気粒子の方向を最適化することができる。
幅約１０ cm、磁気層の平均の厚さ約０．１ cmの模範的磁気物品の場合、磁界は物品表面で
約１０ガウス、約５ cmの距離で５ガウス、約１０ cmの距離で２ガウス、約１５ cmの距離で
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１ガウスである。それ故、交通関連表面の約１０ cm下にテープを敷くと、交通関連表面で
の磁界の強さは約２ガウスになり、これはセンサーで検知するのに十分であると考えられ
る。もちろん、物品の製造に使用する材料および方法に応じて、より強い磁界またはより
弱い磁界を磁気物品で惹起することも可能である。
磁気物品を下に敷いた後、物品が交通関連構造内で移動するのを防止するのに役立つ隆起
または他の地形学的特徴を磁気物品に設けることも可能である。下に敷かれた磁気物品の
さらに別の実施態様では、物品は縦に伸びるテープまたはストリップを含み、多数の穿孔
がテープの長さに沿って形成されている。穿孔は、交通関連構造材料がストリップを通っ
て流れることを可能にし、交通関連構造そのものの中にさらに大きい機械的固定を提供す
る。この方法で、交通関連構造における撓曲およびクラッキングの可能性を低減させるこ
とが可能である。
設置方法
本発明の磁気物品は、既存の交通関連表面の下または新しい交通関連表面内に敷くことが
可能である。
発明の磁気物品の整合性特徴は、本物品を交通関連構造に更新するときに特に有用である
。このような用途では、一般に既存の交通関連構造の一部を砕くかまたは切り取り、その
屑を除去する。多くの場合、交通関連構造の露出区画は滑らかではなく、それ故、本発明
の磁気物品の整合性は、物品を露出区画の底面によりしっかりと結合させることができる
。露出区画にパッチ材料を注封または充填し、このようにして磁気物品を交通関連表面の
下に敷く。交通関連構造、および特にアスファルトセメントコンクリート（一般にブラッ
クトップまたはアスファルトとして知られる）は、乗り物によって加えられる、交通関連
構造に埋め込まれた任意の物体に対する力を伝達するため、非弾性は重要な特徴である。
埋め込まれた物品が交通関連構造材料と比較して弾性である場合、加えられた力の方に交
通構造関連構造が屈曲したり跳ね返って、最終的に割れたりはがれたりする可能性がある
が、これは明らかに望ましくない。それ故、この関係および他の実施態様において、不可
逆的変形性磁気物品が望ましい。
しかし、物品を下に敷く好ましい方法は、新しい交通関連構造の構成と関連している。一
般に、交通関連構造は数段または数層の材料を互いの頂上に置くことによって構築される
。たとえば、典型的なアスファルト道路構築物は一般に下段に砕いた岩を含有し、その上
部に様々なグレードのアスファルトを３層または４層適用することが可能である。アスフ
ァルト層は厚さ約２～２０ cm位であってもよく、従って完成した交通関連構造は様々な層
を含有する複合材、または積層品である。交通関連構造の下に磁気物品を敷く方法の好ま
しい実施態様では、交通関連表面の最後の層が最後から２番目の層と磁気物品の両者を覆
うように、交通関連構造の最後から２番目の層上の望ましい位置の連続ストリップに磁気
物品を適用する。それ故、磁気物品は交通関連表面の下に敷かれ、且つ乗り物の交通から
保護され、なお且つ乗り物に取付けられたセンサーが磁気信号を検出できるように交通関
連表面の完成表面から十分に近い。多層交通関連構造の１層だけ下に磁気物品を敷くこと
が好ましいが、センサーが物品からの磁気信号を受け取ることができさえすれば、交通関
連構造の何層か下の、交通関連構造内の任意の深さで物品を敷くことが可能である。
交通関連構造にベース（本願明細書で交通関連表面層より下の交通関連構造の任意の成分
と定義される）を提供し、ベースの一部またはそれより上の位置に物品を配置し、 Portla
ndセメントコンクリート（一般にコンクリートとして知られる）などの舗装材料を物品お
よびベースに適用することによって、磁気物品を、交通関連表面の下に敷くことが可能で
ある。したがって、物品は完全に交通関連構造の下に位置するというよりむしろ交通関連
構造内に浮遊しているが、完全に交通関連構造の下に位置することも可能である。既存の
砂利道に溝を掘って交通関連構造の完成表面の下に物品を置くか、または交通関連構造の
最終層を適用する前に新しい砂利道の下段に物品を設置するかのいずれかによって、磁気
物品を砂利道の下に敷くことも可能である。
別の実施態様で、舗装用レンガを交通関連構造材料として使用し、準備された基層の上に
置くことが可能である。
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本発明の連続磁気物品を、手かまたは機械のいずれかによって、交通関連構造に適用する
ことが可能である。交通関連構造の最終層を適用する少し前に、連続磁気物品が交通関連
構造に適用されるように、この機械は、舗装機械の前方を移動することが可能であり、あ
るいは舗装機械の先端に取付けることも可能である。
本発明の磁気物品は、人間が押すことができるディスペンサー、「トラックの後」型のデ
ィスペンサー、および「トラックに組込まれる」タイプのディスペンサーなど、様々な装
置のいずれか１つを使用して、交通関連構造の一部として設置してもよい。たとえば、米
国特許第４，０３０，９５８号には、粘着テープの形で本発明の物品を表面に適用するの
に適当なトラックの後ろ型ディスペンサーが開示されており、米国特許第４，６２３，２
８０号には手動式テープアプリケーターが開示されている。
所望の表面に整合磁気物品を適用した後、交通関連構造の上面の下に物品を敷くために、
交通関連構造材料のさらなる層を適用する。
本発明の整合磁気物品は、様々な深さで敷くことが可能である。
簡単な手動適用または前述した機械的締結具など、他の手段を使用して本発明の物品を設
置することが可能である。
誘導システム
本発明は、倉庫などを通って、道路上を移動する乗り物または可動物を誘導するためのシ
ステムも提供する。本発明のシステムの主成分は、本発明の交通関連表面の下に敷かれた
整合磁気物品、および物品からの磁界を検出するためのシステムである。典型的なセンサ
ーシステムは、センサー装置および誘導装置を含む。人間が操作する乗り物の誘導に使用
するのに適した本発明の典型的な横位置インディケーターシステムを図６に示す。
発明の磁気物品は動力を備えておらず、これは信号を送るかまたは受けるのに外部動力源
を必要としないことを意味する。この点に関して、本発明は、赤信号の時などに、道路上
の乗り物が交差点で停止しているかどうかを決定するのに使用されるような動力を備えた
埋め込まれた物品と区別される。この種の埋め込まれたセンサーは電力を必要とするが、
本発明は動力を備えていない磁界源であるため、両者は区別できる。本発明の動力を備え
ていない磁気物品は、設置時間もメンテナンスもさほど必要とせず、操作に費用はかから
ず、且つ動力供給を容易に得られない遠隔地で使用することが可能である。それ故、本発
明の動力を備えていない磁気物品は、従来の埋め込まれた動力を備えた物品にまさる長所
を幾つか提供する。
センサー
本発明の物品からの磁気信号をさらなる処理に適した電気信号に変換するのに、多数のセ
ンサーおよびトランスデューサーが利用される。このようなセンサーとしては、フラック
スゲート磁気計、 Hall効果センサー、およびソリッドステート磁気抵抗性（ MR）センサー
などがある。
誘導信号とスチール強化バー、他の乗り物等々によって生じる磁気「ノイズ」を区別する
上で、潜在的な問題が存在する。通常の交流パターンまたは「独特の」パターンで発明の
物品を磁化する場合、磁気信号は定期的であり、乗り物の速度に比例した周波数を有する
。最新の信号処理技術を使用して、ノイズから既知の周波数の信号を抽出することができ
る。
本発明の敷かれたテープによって生じる磁界を測定するのに適した位置にセンサーを取付
ける。
乗り物に取付けられた磁気センサーは、一方向、二方向または三方向全ての磁界を測定す
ることが可能である。１つのセンサーからの信号または２つまたは３つの磁界成分の数学
的組合せを使用して、発明の物品から乗り物の横の距離と関連している可能性がある信号
を算出することが可能である。
さらに複雑なパターンでストリップを磁化することによって、付加情報をコード化するこ
とができる。たとえば、近づきつつある道路のカーブの方向および半径に関する情報また
は接近する上り坂または下り坂の勾配に関する情報を、乗り物の横の位置および速度のフ
ィード・フォワード制御に使用することができる。乗り物ナビゲーションシステムの一部
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として、位置コードを与えることが可能である。
表示手段
表示手段の具体例は、少なくとも１個のホーン、ゲージ、警笛、電気刺激、ＬＣＤ（液晶
ディジタル）、ＣＲＴ（ブラウン管）、電灯、これらの組み合わせ等々を含む。特別の状
況では、１個以上の表示手段が望ましいこともある。
誘導手段
本発明の誘導手段として電気管制手段を使用することが可能である。
産業上の利用可能性
７．
以下の実施例に関連して、本発明の物品およびシステムをさらに説明する。実施例で、他
に記載がなければ、部およびパーセンテージは全て重量である。
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実施例

実施例１．



成分が完全に混合するまで Banbury型内部ミキサー内で下記のものを配合することによっ
て本発明の整合磁気物品を作製した。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
混合物の温度が１４６℃に達したとき、混合物をゴム用二本ロール機に落とした。材料を
圧延してシートとし、二本ロールカレンダーを通過させると厚さ約１．４ｍｍの材料のシ
ートが得られた。
主要表面の１つから突き出た複数の突出部を有する整合磁気シートを提供するために、米
国特許第５，２２７，２１１号（２段、４７～６５行）に記載の方法に従って材料のシー
トを型押しした。型押しシートは、突出部と突出部の間の谷の厚さは約０．５ｍｍであり
、突出部の厚さは約１．６ｍｍであった。米国特許第５，２２７，２２１号に記載の方法
を使用して、液体粒子結合の不連続層を型押しシートの突出部の頂部および側面に適用し
た。次の組成で顔料分散物を作製したことを除き、粒子結合材料は、米国特許第５，２２
７，２２１号に記載のポリウレタンビーズ結合材（４段、２０～３９行）と同じであった
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
粒子結合材料塗付突出部の表面に、 Carbo Ceramics of New Iberia,Louisianaから CARBOL
ITEおよび CARBOPROPの呼称で入手可能なタイプの耐久性黒色回転楕円面抗横滑り粒子を撒
き散らした。液体粒子結合材料中に粒子を部分的に埋め込むように、粒子を適用した。米
国特許第５，２２７，２２１号に記載の通りに、滞留時間約１０分間で、シートを温度約
１７５℃のオーブンを通過させることにより、液体粒子結合材料を凝固させた。
厚さ約１２５μｍのゴム樹脂感圧接着剤の層をシートの底側に貼り合わせた。シートは、
整合舗装マーキングテープの手触り特性を有し、 Minnesota Mining and Manufacturing C
o.(3M)of St.Paul,Minnesotaから入手可能な STAMARKT M  380 Series舗装マーキングテープ
および STAMARKT M  385 Series Non-Reflective Joint Cover Tapeと非常によく似ていた。
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突出部と突出部の間の非粒子塗付領域の色は黒色ではなく暗い紫色がかった褐色であった
ことを除き、シートは、視覚的に TAMARKT M  385に似ていた。

粒子結合材料および抗横滑り粒子の塗付を省略したこと以外は、実施例１に記載の通りに
試料を作製した。試料の手触り特性は実施例１に似ていた。試料は、舗装材料の層の下に
敷くのに適していた。

圧延シート材料を型押ししなかったこと以外は実施例２と同じ方法で、この実施例を作製
した。試料の手触り特性は、米国特許第４，４９０，４３２号に開示されている整合シー
ト材料に似ていた。試料は、舗装材料の層の下に敷くのに適していた。

シートを永久磁石アセンブリの磁極の間を通過させることによって、実施例１のシート材
料を磁化させた。磁化磁界は約 10,000ガウス（１テスラ）であり、結果として得られたシ
ート材料の永久磁化は約１２０ emu/cm3（１２０ kA/m）であった。

シートのウェブを電磁石アセンブリの磁極の間を通過させることによって、実施例１のシ
ート材料を磁化させた。磁化磁界は約 10,000ガウス（１テスラ）であった。結果として得
られたシート材料の永久磁化は約１２０ emu/cm3（１２０ kA/m）であった。長さエンコー
ダーで、電磁石の磁極の間を通過するウェブの長さを測定した。一定の長さのテープウェ
ブ（一般に０．９～３ｍ）が磁極の間を通過した後、電流の方向が自動的に逆転し、した
がってテープの磁化の方向が逆転した。
シートの上面付近でこの実施例のシートの磁界を測定すると、次表の通りであった。
　
　
　
　
　
　
　
　
　

磁気シート材料は、実施例１の物品を作製するのに使用した工程に、シートを完全に貫く
多数の穴を開ける工程を追加して、製造することができた。この穴は、道路舗装材料がシ
ートを通って下にある道路ベースに接触して結合するように、好ましくは直径５ｍｍ以上
ぐらい、さらに好ましくは８ｍｍ以上でなければならない。実施例４および５で使用した
方法などに従って、物品を磁化することができた。

アスファルト舗装化合物の層を路面の砂利下段に適用して突き固めた。アスファルトがま
だ熱い（約６５～９５℃）間に、実施例６に従って作製したシート材料のロールをアスフ
ァルト層の上層に適用し、人間がシート上を歩くことによって適所に詰めた。シートは幅
１０．２ cm、長さ５５ｍであった。シートの磁化パターンは交互に変わる上向きの北磁極
と南磁極で、磁界方向の交替はは２．１３ｍ毎であった。アスファルトコンクリートセメ
ント舗装材料の層を磁気ストリップの上および下にあるベースの上に舗装すると、本発明
の敷かれる整合磁気物品が得られた。アスファルト層は厚さ約４ cm、適用した材料の温度
は約１２０℃であった。
簡単なコンパスまたは軸ピンで取り付けられた棒磁石、ならびに様々なタイプの磁気計を
使用して、ストリップからアスファルトを通って出る磁界を検出することができた。地球
の磁界に関して補正した、ストリップの中心線上の正味の磁界の強さは、 F.W.Bell,Inc.o
f Orlando,Floridaから入手可能な Model 4048ハンドヘルドディジタルガウス／テスラメ
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実施例２．

実施例３．

実施例４．

実施例５．

実施例６．

実施例７．



ーターで測定したとき、６ガウス（ 600マイクロテスラ）であった。

実施例７の磁気ストリップを、ストリップの縦方向を一般に東／西方向および北／南方向
に走らせて、舗装の下に設置した。下に敷かれたストリップの長さに沿って移動しながら
、舗装表面より３０．５ cm上の高さ、横の距離４ cmから１．２ｍの範囲で、下に敷かれた
磁気ストリップの磁界を測定した。移動速度は東方向に約１．０７ m／ sであった。環境気
温は約２４℃であり、舗装面の温度は約３５℃であった。
横距離がストリップの０．６ｍ南で移動しながらＸ方向、Ｙ方向、およびＺ方向の各々で
行った測定の代表的データのグラフを図８に示す。Ｘ方向は移動方向（東）である。Ｙ方
向はストリップに対して横（北）である。Ｚ方向は垂直上昇（上方）である。
各距離で行った測定実験に関して、各方向Ｘ、Ｙ、およびＺでの磁極逆転を明らかにする
ために、波形のピーク振幅からピーク振幅までを測定して２で割ることによって、４ cmか
ら１．２ｍの横距離で行った幾つかの実験の各データから磁界の強さの振幅を測定した。
データを下表に示す。
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ガウスメーターを使用して、他の磁界の強さを１年にわたって測定した。結果および視覚
的観察結果を以下に記述する。

アスファルトの最後の４ cmのトップコートを塗る前に、 F.W.Bellガウスメーターモデル 40
48を使用して測定した。表面より約２．５ cm上、テープの上に中心を置き、磁界変化から
離れて、テープと垂直すなわち磁界と垂直に測定した。表面温度は約９５℃であった。平
均測定値は７ガウス（±１０％）であった。

最後のトップコートを塗った後、表面より約２．５ cm上で測定した。表面温度は約２０℃
であった。東－西ストリップと北－南ストリップの両者から測定した。平均測定値は３．
２ガウス（±１０％）であった。視覚的観察結果：並みはずれたものは皆無であった。

表面温度は約２０℃であった。東－西ストリップと北－南ストリップの両者から測定した
。平均測定値は３．８ガウスであった。視覚的観察結果：テープが下に敷かれている表面
に顕著な欠陥は皆無であった。

表面温度は約２０℃であった。東－西ストリップと北－南ストリップの両者から測定した
。平均測定値は３．８ガウスであった。視覚的観察結果：アスファルトが割れたが、テー
プが下に敷かれた表面に沿っていなかった、１例では、表面の下にテープが敷かれた方向
と直角にアスファルトが割れた。

１９９６年６月、実施例４のシート材料を道路の交通関連表面内に敷いた。 3Mから入手可
能な MHTA-1 Manual Highway Tape Applicatorを使用して、アスファルトの第３層の上に
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実施例８．

１９９５年８月１７日

１９９５年８月１８日

１９９５年８月３０日

１９９６年９月１６日

実施例９．



テープを載せた（表面温度１１１°Ｆ（４４℃））。次に、 200 lb.(90.8Kg)の重りが付
いた RTC-2 Roller-Tamper Cart（ 3Mから入手可能）を片道３回通過させテープを適所に突
き固めた。油の粘着層を塗り、「乾燥」させた。アスファルトの最後の層（厚さ約４ cm）
をテープの上に配置した。
各テープは０．７５マイル（１．２ km）であった。アスファルトの上層より約２．５上で
ガウスメーターを使用して測定すると、表面温度約９５℃で２．９ガウスであった。
約３ヶ月後、道路の損傷は明白ではなかった。
様々な修飾および変更は、本発明の範囲および精神から逸脱することなく、当業者に明白
になるであろう。本発明は、本願明細書に記載の例示的な実施態様に不当に限定されると
解すべきではない。 10
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【 図 ７ 】 【 図 ６ 】

【 図 ８ 】
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